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私立大学等研究設備等整備費（専修学校分）及び私立大学・大学院

等教育研究装置施設整備費（専修学校分）の取扱に関する留意事項

私立大学等研究設備等整備費（専修学校分）及び私立大学・大学院等教育研究装置施設整備

費（専修学校分）（以下「補助金」という。）により取得し又は効用の増加した設備等の財産

（以下「補助財産」という。）については、以下の点に留意の上、適切に取り扱うこと。

１．取り扱いの基本的な考え方について

補助財産は、適正化法第２２条、私立大学等研究設備整備費等補助金（私立大学等研究設備

等整備費）交付要綱第２７条及び私立学校施設整備費補助金(私立学校教育研究装置等施設整備

費（私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費)）交付要綱第２７条において、補助事業の

完了後においても善良なる管理者の注意（※）をもって管理し、補助金交付の目的に従って

その効率的運用を図らなければならないこととされている。

※「善良なる管理者の注意」

取引上において一般的・客観的に要求される程度の注意をしなければならないという注意義務のことを言い、

本補助事業に当てはめた場合、例えば、補助金で整備した授業用パソコン端末について、①設置教室の使用後

の施錠等紛失・盗難防止措置、②故障の場合の部品交換・修理の速やかな実施等補助目的どおり使用可能な状

態に維持すること等が考えられる。

２．補助財産の具体的な処分の取り扱いについて

補助財産の処分については、平成２６年３月３１日付け２６文科高第１０８０号文部科学

省高等教育局長・生涯学習政策局長通知（以下「財産処分に係る通知」という。）により、

その手続き等を示しているところであるが、その実施に当たっては、以下の点に留意するこ

と。

（１）国庫納付金の算定方法

生涯学習政策局長通知の３（１）に定める国庫納付金は、次のとおり算定する。

① 譲渡等の場合

処分年度 － 整備年度
補助金額 × １ － ＝ 国庫納付金額

財産処分制限期間

※情報処理関係設備等については納入年月の翌月から処分年月までを月単位で算出。

② 貸与等の場合

貸与等の期間
補助金額 × ＝ 国庫納付金額

財産処分制限期間

（２）財産処分の申請又は報告の時期

財産処分は、文部科学大臣の承認後、又は文部科学大臣への報告後でなければ処分が

行えないことから、時間的余裕を持って計画的に手続きを行うこと。

（３）担保に関する処分（抵当権の設定）

担保に供する処分については、抵当権が実行に移される際に財産処分納付金を国庫に

納付されることを条件として承認するものであるから、事前に時間的余裕を持って文部

科学省に相談すること。



（４）財産処分制限期間及び財産処分承認申請単位に関する考え方

① 私立大学等研究設備等整備費（専修学校分）及び私立大学・大学院等教育研究装置施

設整備費（専修学校分）による補助財産は、当該補助財産を用いた授業を行う教室単位

又は補助効果が現れる最小単位ごとに、例えば、校内ＬＡＮの場合は、サーバから端末

までの経路を合わせて１組として取り扱うものとすること。

② ①の場合において、補助財産１組の取得価格が５０万円以上の場合に係る処分制限期

間は、平成１３年度以降の補助財産については、「補助事業者等が補助事業等により取

得し、又は効用の増加した財産のうち処分を制限する財産及び補助事業等により取得し、

又は効用の増加した財産の処分制限期間を定める件」（平成１４年３月２５日文部科学

省告示第５３号）、それ以前の補助財産については、補助財産を整備した年度に適用さ

れた同一名称の告示において定める処分制限期間によるものとすること。

※ 主な補助項目の財産処分制限期間

補 助 項 目 平成１２年度以前 平成１３年度以降
の補助金で整備 の補助金で整備

パーソナルコンピュータ ６年 ４年

サーバ ６年 ５年

周辺機器類（ソフトウェアを （本体の財産処分制限期間に依存）
含む。）

通信ケーブル・ハブ・ルータ ９年 ９年

３．補助財産の有効な活用について

補助財産は、その管理を適切に行い、補助金交付の目的に従って、有効な活用を図る必要

がある。

また、補助金交付の目的に従って利用できなくなった場合であっても、必要に応じ財産処

分承認申請を行った上で、その補助財産のさらなる活用を考慮することが望まれる。

（１）補助財産の有効活用事例（財産処分承認申請を要する事例）

① 授業で利用できなくなったパソコンについて、自習スペースに移設し、生徒が調べ学

習等で利用。

② 学校独自で新しい機器に更新したため授業で利用しなくなったパソコンについて、高

等学校に貸与し利用。

（２）補助財産の有効活用事例（財産処分承認申請を要しない事例）

① パソコンについて、補助目的である教育に十分活用した上で、当該教育を行う授業に

支障のない範囲内で、一時的な教員の教材作成や、附帯事業等のための使用又は貸付け。

（恒常的に使用等させる場合は、申請を要する。）

② パソコンについて、補助目的である授業に十分に活用した上で、当該授業に支障のな

い範囲内で、併設されている専修学校高等課程での授業に利用。



（参考１）

１．「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和３０年法律第１７９号）（抄）

（財産の処分の制限）

第２２条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定め

る財産を、各省各庁の長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、政令で定める場

合は、この限りでない。

２．「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」（昭和３０年政令第２５５

号）（抄）

（処分を制限する財産）

第１３条 法第二十二条に規定する政令で定める財産は、次に掲げるものとする。

一 不動産

二 船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドック

三 前二号に掲げるものの従物

四 機械及び重要な器具で、各省各庁の長が定めるもの

五 その他各省各庁の長が補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があると認め

て定めるもの

（財産の処分の制限を適用しない場合）

第１４条 法第２２条ただし書に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。

一 補助事業者等が法第七条第二項の規定による条件に基き補助金等の全部に相当する

金額を国に納付した場合

二 補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して各省各庁の長が定める期

間を経過した場合


